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［施］第２章式１．３．１

100（％）×＝ 不通電試片の質量減
- 通電試片の質量減不通電試片の質量減防食率 （1 . 3 . 1）

 （f）港湾工事においては、鋼管杭や鋼矢板が打ち込まれた後、上部工が施工されるまで無防食期間が存在し
たり、電気防食の陽極更新時期に無防食期間が存在することがある。この無防食期間の間に、鋼材に著し
い集中腐食が発生することがあるので、十分な配慮をすることが望ましい。

②防食電位
（a）港湾鋼構造物の防食電位は、一般に、海水塩化銀電極基準で -780mVとする。
 （b）鋼構造物に電気防食工法を適用して防食電流を流すとき、鋼構造物の電位は次第に卑な電位になり、
ある電位に達すると腐食が抑制される。この電位を防食電位という。
 （c）電位の測定には、環境が変化しても安定な値を指示する電極を基準として用いる。基準となる電極を
照合電極といい、海水中では海水塩化銀電極以外に、飽和硫酸銅電極、亜鉛電極が用いられることもある。
照合電極ごとの防食電位については、文献31）を参照するとよい。
 （d）被覆防食工法と電気防食工法（特に外部電源方式）を併用する場合には、過剰な電流により塗膜が劣化
しないように注意する必要がある。この場合の電位は-800～ -1,100mV（海水塩化銀電極基準）が望ましい。
③防食電流密度
（a）防食電流密度は、海域環境によって大きく変動するので、適切な値を設定する。
 （b）電気防食を適用するとき、鋼材の電位を防食電位より卑な値まで分極するために要する鋼材単位表面
積当たりの電流を防食電流密度という。防食電流密度の値は、電気防食開始時の初期値から時間の経過と
ともに減少して定常値になる。定常値は初期値の50％以下にまで低減していることも多い。
 （c）防食電流密度は、水温、流速、波浪、水質等により変動する。河川水や諸排水の流入するところ、ある
いは硫化物濃度の高いところでは一般に所要防食電流は増大する。また、流速の大きいところでも所要防
食電流は増大する。性能照査に当たっては、当該地区の既設の施設の実績等を参考にして特性値を設定す
るのが望ましい。
 （d）電気防食開始時の防食電流密度は、通常の海域においては、裸鋼材面に対し、表－1 . 3 . 2に示される値
を用いることができる。
 （e）土中部における防食電流密度は、土の物理的特性（粒径、含水比，土壌抵抗率等）や化学的特性（pH、
溶存酸素、微生物の活動度等）によって，値が変化することが報告されている 32）33）。例えば、土壌抵抗率
が非常に大きい場合，防食電流密度は小さくなる 32）。一方、隙間が大きい石積中の場合、粒径が15～20cm
程度であれば海水中の1 /2程度 34）であるが、粒径がさらに大きくなった場合、海水中の防食電流密度と同
程度の値が必要となる 35）。
 （f）防食期間の経過とともに、発生電流は低減するため、陽極の寿命を求めるときに用いる平均発生電流は、
防食期間に応じて、次のように取られることが多い。

　5年間防食の場合　初期発生電流×0 .55
　10年間防食の場合　初期発生電流×0 .52
　15年間防食の場合　初期発生電流×0 .50

なお、15年以上防食の場合は、15年の値を適用する。
 （g）電気防食工法の適用範囲内に被覆防食された部分がある場合には、被覆防食材の導電性（耐食性金属
被覆など）及び劣化・損傷を想定し、表－1 . 3 . 3のように防食電流密度の係数を設定する 28）。表－1 . 3 . 2
の防食電流密度の値にこの係数を乗じることで、被覆防食された部分に流入する防食電流密度を求めるこ
とができる。なお、防食電流を算出する際の電流の流入する範囲は、さく望平均満潮面（H.W.L.）または、
平均水面（M.S.L.）以下とすればよい。
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表－1 . 3 . 2　電気防食開始時の防食電流密度 28）（mA/m2）
清浄海域 汚染海域

海水中
石積中
海底土中
背面土中部

100
50
20
10

130～150
65～75
26～30

10

表－1 . 3 . 3　被覆防食工法に対する防食電流密度の係数 28）

被覆防食工法 防食電流密度の係数 *1 備考
海洋厚膜エポキシ塗装 0 .25 初期に損傷率を設定

有機被覆

重防食被覆（鋼管杭） － *4 劣化・損傷率小
重防食被覆（鋼矢板・鋼管矢板） 0 .10 継手嵌合部を考慮 *2

超厚膜形被覆 － *4 劣化・損傷率小
水中硬化形被覆（ペイントタイプ） 0 .25 初期に損傷率を設定
水中硬化形被覆（パテタイプ） － *4 劣化・損傷率小

ペトロラタム
被覆

樹脂製カバー － *4 劣化・損傷率小
耐食性金属製カバー － *4 劣化・損傷率小

無機被覆

モルタル被覆，鉄筋コンクリート被覆
（保護カバー無） 0 .10 導電性あり *3

モルタル被覆，鉄筋コンクリート被覆
（FRPカバー有） － * 4 絶縁性が高い

耐食性金属被覆 1 .00 導電性

*1本係数の適用は、（裸鋼材面積／被覆面積）＞1の場合とする。1以下の場合は別途検討する。
*2  重防食被覆鋼矢板や鋼管矢板は、継手嵌合部に一部未被覆部がある。鋼矢板の型式によって、被覆面積に対する継手
嵌合部の未被覆部の面積比は8～13%と幅があるが、ここでは未被覆部の面積として被覆面積の10%を設計に織り
込むこととする。

*3  保護カバー無しのモルタル被覆およびGRC（ガラス繊維強化セメントモルタル）、ヒューム管などが保護カバーとし
て使われる場合、被覆材の導電性を考慮し、10%（係数0 .10）を設計に織り込むこととする。また、保護カバー無し
の鉄筋コンクリート被覆も同様とする。ただし、鉄筋量が多いことが想定される場合は、係数を割り増してもよい。

*4  保護カバーがFRPの場合、絶縁性が高く、劣化・損傷が生じにくいため防食対象面積から除外してよい。

（4）被覆防食工法
①一般

 （a）港湾鋼構造物で、海水への浸せき時間が短い部位には電気防食が適用できないため、被覆防食工法を
用いる方がよい。
 （b）（3）に示したように、電気防食工法の適用範囲を平均干潮面以下としたが、その近傍は集中腐食が発
生しやすいこと、また波浪の影響、季節的な潮位変動等で海水への浸せき時間が短くなることがあるので、
一般に、朔望平均干潮面以下 -1m以上の部位は被覆防食工法を併用する。
 （c）水深の浅い海域の鋼矢板護岸等では、施設の深さ方向の全長に被覆防食工法を適用することもある。
海中部を被覆防食工法と電気防食工法を併用することにより、陽極の延命を期待することができる 27）。
（d）各被覆防食工法の内容については、［作］第11章2 . 4 鋼材の防食に記載されている。
②工法の選定 36）

被覆防食工法はそれぞれ特徴をもっているため、以下の（a）～（d）を十分検討した上で対象構造物に最も
適合するものを選定しなければならない。
　（a）対象鋼構造物の状況

 　対象鋼構造物が、工場での被覆施工か現地での被覆施工かの区分、あるいは鋼構造物周辺の状況により、
適用する被覆防食工法が異なる場合があることから、鋼構造物の状況を良く把握した上で以下の項目につ
いて検討する必要がある。ここでは、主として、新設鋼構造物を対象として述べる。
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・ 環境条件：鋼構造物が設置される環境は、被覆防食工法の耐久性に直接影響を及ぼすことから、十分調
査することが望ましい。腐食環境条件としては、海水の成分（塩分濃度など）、pH、水温、流速などがあ
る。海水への河川や工場排水などの淡水や汚染水の流入、温水の混入などの有無が腐食に影響するので、
それらについて調査する。また、波浪や浮遊物の衝突の作用による損傷の可能性についても検討する。
・ 防食範囲：被覆防食工法を適用する腐食環境区分は、海上大気中から海底土中部までと幅広い。したがっ
て、鋼構造物の形状や電気防食工法との併用、及び複数の被覆防食工法との併用などにより、各被覆防食
工法の防食範囲が決まってくる。各被覆防食工法には、それぞれ適用性があることから、鋼構造物に適
した方法を適用する必要がある。
　 なお、上部コンクリート下端レベルがL.W.L.付近である既設鋼構造物の場合、一般的な適用範囲である

L.W.L.-1mまで行おうとすると、施工の難易度は増し、施工費も高価となる。M.L.W.L.以深は電気防食
工法の効果が確実に及ぶため、電気防食工法の維持管理が適切に行われるのであれば、被覆防食工法を
行う必要性は低い 34）。

・ 鋼構造物の構造形式：港湾鋼構造物の構造形式は、杭式横桟橋、自立矢板式係船岸及び矢板式係船岸が
主たるもので、材料には鋼管杭、鋼管矢板及び鋼矢板を使用するものである。被覆防食工法の種類によっ
ては、構造形式に対する適用性が異なることから、その適用性を検討する必要がある。また、上部工の高
さや突起物の有無などの構造上留意すべき事項についても検討する必要がある。

　（b）被覆防食工法に対する必要な性能
 　被覆防食工法に対して必要とされる性能で最も重要な項目の一つは、構造物に対する防食効果と被覆自
体の耐久性である。実際には前記の対象構造物の状況に適合するものの中から、これらを含めた期待耐用
年数と、その使用目的に応じた経済性を勘案して適用する必要がある。
 　なお、被覆防食工法の期待耐用年数については、十分把握されているとは言い難いが、文献36）に、主に
鋼管杭を対象とする一つの標準的な目安が示されている。
・ 防食効果：被覆防食工法の種類によって、その防食効果は異なることから、前記の対象鋼構造物の状況
に応じた被覆を検討する必要がある。特に厳しい腐食環境下にある飛沫帯及び干満帯は、維持管理や補
修が難しい部位なので、防食効果が高い被覆を適用する必要がある。
・ 耐久性：海上大気中は、強い直射日光と海塩粒子などに対する耐久性が要求される。飛沫帯、干満帯や
海水中では、さらに耐海水性、波浪や漂流物の衝突に対する物理的強度などが要求される。被覆の選定
にあたっては、これらの要因、各被覆の劣化の特徴を十分検討しなければならない。各種被覆防食工法の、
実海洋環境下での劣化の特徴、耐久性及び性能評価手法について、30年の長期にわたり検討したものと
して、文献37）や文献38）がある。

　（c）被覆防食施工上の要因
 　被覆防食工法の防食性能、耐久性及び維持管理費は、施工の良否による影響が大きいことから、選定の
際は、施工への配慮も必要である。
・ 施工性：被覆防食施工には、工場被覆施工や現地被覆施工など施工場所が限定されることがある。現地
施工の場合は、風雨、波浪、潮位、さらには構造形式や素地調整の難易性などにより、被覆防食工法の適
用性、作業空間や作業時間の制約などの影響を受けることから、被覆防食工法の適用にあたってはこれ
らの条件を考慮して検討する。また、施工時の周辺環境に与える影響についても検討する必要がある。

・工期：周辺の海象及び作業現場の状況などを含め、施工可能な時期及び期間を考慮しなければならない。
　（d）実績

 　被覆防食工法の信頼性の評価には、その実績が参考となるため、類似条件下での実績を調査する。実績
のない被覆防食に対しては、裏付けとなる実験データや理論を十分調査して評価する必要がある。
 　港湾鋼構造物に適用する被覆防食工法には、工場での被覆施工あるいは現地での被覆施工それぞれに適
した方法がある。代表的な被覆防食工法として、工場被覆では塗装、重防食被覆、超厚膜形被覆及び耐食
性金属被覆があり、現地被覆では、水中硬化形被覆、ペトロラタム被覆及びモルタル被覆の適用実績が多い。
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1 . 3 . 6 構造細目
（1）鋼部材の構造細目は、［施］第3章 水域施設～第11章 その他の港湾施設に示す各施設及び各構造形式の構
造細目に従うものとする。
（2）その他の構造細目については、鋼・合成構造標準示方書［設計編］2）及び複合構造標準示方書［設計編］3）

に準拠することができる。

1 . 4 複合構造

1 . 4 . 1 性能照査の基本方針
（1）［施］第2章1 部材の照査は、港湾の施設を構成する鋼とコンクリート等で構成される複合構造部材の構
造性能の照査等について述べる。

（2）［施］第2章1 部材の照査では、［作］第11章 材料及び複合構造標準示方書［施工編］39）等にしたがって選
定された材料を用いて、規定された方法・精度により施工された構造部材等を対象とする。

（3）複合構造部材の性能照査にあたっては、［施］第2章1 部材の照査に示す方法を除いては、複合構造標準示
方書［設計編］3）に準拠することができる。

1 . 4 . 2 基本断面及び特性値の設定
（1）構造部材の断面は、当該施設の性能規定に適合する諸元を有するとともに、本章1 . 4 . 5 構造細目で示し
た構造細目に従う必要がある。

（2）性能照査に用いる特性値は、［作］第11章 材料の記述にしたがって求めることができる。コンクリート
の圧縮強度の特性値は設計基準強度とすることができる。また、鋼材の引張降伏強度及び引張強度の特性値は、
JIS規格の下限値とすることができる。

1 . 4 . 3 部材の照査の方法
（1）安全性に対する照査
複合構造部材の安全性に対する照査は、断面破壊及び疲労破壊を指標として行うものとする。
①断面破壊に対する照査

 （a）曲げモーメント及び軸方向力に対する設計断面耐力は、複合構造標準示方書［設計編］3）に準じて算定
することができる。
 （b）せん断力に対する安全性の照査は、棒部材、面部材等の種類、せん断力の作用方向、ずれ止めのずれ変
位等を考慮して行わなければならない。なお、ずれ止めのずれ変位が、部材の耐荷機構に影響を及ぼさな
い場合には、次によるほか、複合構造標準示方書［設計編］3）に準じて算定することができる。
・ 棒部材の複合構造部材においては、補強鋼材の降伏及びせん断、座屈、コンクリートの斜め引張破壊及び
圧縮破壊等の破壊形態に適合した設計せん断耐力を算定し、おのおのについて照査するものとする。
・ 面部材が面外せん断力を受ける場合には、棒部材に準じて面外せん断力に対する検討を行うとともに、
部分的に集中荷重が作用する場合には、集中荷重に対して押抜きせん断破壊に対する照査を行うものと
する。
・異種材料の接合面、面部材が面内せん断力を受ける場合には、面内力について照査を行うものとする。
・ せん断力を伝達する必要がある場合には、せん断面における直接的なせん断伝達に対する照査を行うも
のとする。

 （c）ねじれに対しては、一般の港湾の施設の構造部材では、ねじりモーメントの影響が小さいか変形適合
ねじりモーメントが作用する場合が多いので、一般に検討を省略することができる。これ以外の場合には、
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複合構造標準示方書［設計編］3）に準じて検討することが望ましい。
②疲労破壊に対する照査

 （a）疲労破壊に対する照査は、鋼とコンクリートが一体化した後の合成後の状態に対して、作用の変動や
移動の有無等の作用の特性の影響を考慮し、部材及びずれ止めに対して行わなければならない。
 （b）コンクリート、鉄筋及び鋼材の疲労破壊に対する照査は、鋼とコンクリートが一体化したとみなして
算定した設計変動応力度を用いて、複合構造標準示方書［設計編］3）に準じて算定してよい。

　（c）その他留意点
・ 作用のうち変動作用の占める割合及びその程度が大きい場合には、疲労に対する検討を行う必要がある。
・ 疲労破壊に対する照査を行うにあたっては、繰返し作用を適切にランク分けし、各々の疲労破壊に対す
る影響度を計算した上で、全ての作用ランクに対する影響度を総計して、疲労破壊に対する安全性を判
定する。疲労破壊に対する安全性には作用の大きさだけでなく、繰返し作用回数が大きく影響するので、
適切に定める必要がある。なお、200万回を超えて疲労限界に達しないランクの作用による影響は無視
してよい。

（2）複合構造部材の使用性に対する照査は、コンクリートの圧縮応力度及びひび割れ幅を指標として行うこ
とができる。ただし、ひび割れ幅の応答値が適切に算定できない場合は、鋼材の応力度により照査してよい。
その他特別な機能が要求される場合には、複合構造標準示方書［設計編］3）や関連する指針類を参考に、適切
な指標を設定して行うことが望ましい。

（3）複合構造部材においては、鋼とコンクリートの一体化する前後で、作用の種類や大きさ、並びに作用に対
する抵抗機構が異なるため、一体化の前後において適切に照査を行わなければならない。

（4）そのほか、限界状態の検討については、複合構造標準示方書［設計編］3）に準拠することができるほか、必
要に応じてコンクリート標準示方書［設計編］1）及び鋼・合成構造標準示方書［設計編］2）に準拠するものとする。

1 . 4 . 4 性能の経時変化に対する検討
（1）複合構造部材は、環境作用等による鋼材の腐食、コンクリートの劣化等の経時変化が生じない、または生
じても軽微な範囲に留まることを確認しなければならない。

（2）鋼材の腐食に関する検討
① 外部に露出した鋼材に関しては、鋼材の腐食が生じない、または生じても部材の性能に影響を及ぼさない
程度に留まることを確認しなければならない。なお、構造物の特性及び環境条件を考慮して適切な方法に
より防食対策を行った場合には、鋼材の腐食は生じないとみなしてよい。
② 鋼材の防食対策は、要求性能、維持管理レベル及び施工条件等を考慮して適切に設定する。このとき、既
存の港湾鋼構造物での実績調査や腐食に関するデータを活用して、適切な工法を検討することが望ましい。
防食対策は、本章1 . 3 . 5 鋼材の防食設計及び［作］第11章2 . 4 鋼材の防食に示される考え方に準拠するも
のとし、工法の選定にあたっては港湾鋼構造物防食・補修マニュアル 27）を参考にすることができる。

③ コンクリートに覆われた鋼材の腐食に対しては、コンクリートの初期ひび割れや外力によって生じるひび
割れ、コンクリートの中性化及び塩化物イオンの侵入に伴う鋼材の腐食について、これらが生じない、ま
たは生じても部材の性能に影響を及ぼさない程度に留まることを確認しなければならない。コンクリート
に覆われた鋼材の腐食に関する検討は、本章1.2.4 性能の経時変化に対する検討により行うことができる。

④ 鋼材とコンクリートの境界に関しては、浸水等により鋼材の腐食が生じない、または生じても部材の性能
に影響を及ぼさない程度に留まることを確認しなければならない。

（3）コンクリートの劣化に対する検討は、塩化物イオンの侵入による鋼材腐食、中性化による鋼材腐食、凍結
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融解作用、化学的侵食及びアルカリ骨材反応による影響に対して、本章1 . 2 . 4 性能の経時変化に対する検討
により行うことができる。

1 . 4 . 5 構造細目
構造細目については、本章1 . 2 . 6 構造細目、本章1 . 3 . 6 構造細目及び複合構造標準示方書［設計編］3）に準

拠することができるほか、必要に応じてコンクリート標準示方書［設計編］1）及び鋼・合成構造標準示方書［設
計編］2）に準拠するものとする。
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